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明 細 書

発明の名称 ：コネクタ

技術分野

[0001 ] 本発明は、コネクタに関する。

背景技術

[0002] 特許文献 1 に開示のコネクタは、互いに嵌合可能な第 1、第 2 ハウジング

と、第 1ハウジングに対 して前進位置と後退位置とに移動可能に組付けられ

るスライダと、スライダと第 1ハウジングとの間に介揷されるコイルパネと

を備えている。第 2 ハウジングは、解除部 （特許文献 1 では 「雄ハウジング

の前端縁」と呼称）を有 している。また、第 1ハウジングは、ス トツバ受け

部 （特許文献 1 では 「引掛部」と呼称）を有 し、スライダは、ス トツバ受け

部に弾性係止可能な弾性ス トツバ （特許文献 1 では 「保持ァ一厶」と呼称）

を有 している。

[0003] 第 1、第 2 ハウジングの嵌合過程では、弾性ス トツバとス トツバ受け部と

の係止によってスライダが前進位置に留め置かれ、且つ、その状態でスライ

ダが圧縮状態にあるコイルパネのバネカを受け止めるとともに、コイルバネ

にパネ力が蓄勢される。一方、第 1、第 2 ハウジングの正規嵌合時には、弾

性ス トツバが解除部に押圧されてス トツバ受け部との係止を解除する方向に

持ち上げられ、それに伴い、コイルパネのパネ力が解放されて、スライダが

後退位置に向けて移動付勢される。 したがって、スライダが後退位置に至つ

たことを視認することにより、第 1、第 2 ハウジングが正規嵌合状態にある

ことを知ることができるようになつている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 0 _ 7 7 1 3 8 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題



[0005] ところで、上記従来のコネクタの場合、第 1、第 2 ハウジングの嵌合過程

で、万一、弾性ストツバとストツバ受け部との係止が偶発的に解除されると

、スライダがコイルパネのパネ力によって後退位置に移動させられ、嵌合検

知の信頼性が損なわれるという問題がある。これに鑑み、弾性ストツバの反

力を大きくとれば、弾性ストツバとストツバ受け部との係止が外れにくくな

るため、上記のようにスライダが不用意に移動するのを回避することが可能

となる。しかし、仮に、弾性ストツバの反力を増大するべく、弾性ストツバ

全体のせん断面積を大きくとると、弾性ストツバが大型化し、ひいてはコネ

クタの大型化を招来するという事情がある。

[0006] 本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、コネクタ

の大型化を回避した上で、弾性ストツバの反力を大きくすることを目的とす

る。

課題を解決するための手段
[0007] 本発明は、解除部を有する第 2 ハウジングと、前記第 2 ハウジングに嵌合

可能とされ、ストツバ受け部を有する第 1ハウジングと、前記第 1ハウジン

グに対して前進位置と後退位置との間を移動可能に組付けられ、前記ストツ

パ受け部に弾性係止可能な弾性ストツバを有し、前記第 1、第 2 ハウジング

の嵌合過程では、前記弾性ストツバと前記ストツバ受け部との係止によって

前記前進位置に留め置かれ、前記第 1、第 2 ハウジングの正規嵌合に伴い、

前記弾性ストツバが前記解除部との係合によって前記ストツバ受け部との係

止を解除する向きに橈み変形させられ、これによつて前記後退位置への移動

が許容されるスライダと、記第 1、第 2 ハウジングの嵌合過程では、前記前

進位置に留め置かれた前記スライダにパネ力を付与しつつそのパネ力が蓄勢

され、前記第 1、第 2 ハウジングの正規嵌合に伴い、前記パネ力が解放され

て前記スライダを前記後退位置に向けて移動させるパネ部材とを備え、前記

弾性ストツバは、基端部から先端部に向けて突出する片持ち状の形態とされ

、前記先端部が前記ストツバ受け部に係止可能となっており、前記弾性スト

ツバは、前記第 1、第 2 ハウジングの嵌合過程で橈み動作を開始する際に撓



み動作の支点として機能する前記基端部からなる第 1支点部と、前記基端部

よりも前記先端部側の部分で前記第 1支点部に続いて橈み動作の支点として

機能する第 2 支点部とを有しているところに特徴を有する。

発明の効果
[0008] 弾性ストツバが橈み動作を開始すると、まず弾性ストツバの基端部が第 1

支点部として橈み動作の支点を構成し、続いて、弾性ストツバの基端部より

も先端側の部分が第 2 支点部として橈み動作の支点を構成するため、橈み動

作の支点が第 1支点部のみからなる場合に比べ、第 2 支点部を有する分、弾

性ストツバの反力が大きくなる。しかも、弾性ストツバの橈み動作の支点が

第 2 支点部のみからなるわけではないので、弾性ス卜ツバ全体のせん断面積

を大きくする必要はなく、コネクタの大型化を回避することが可能となる。

図面の簡単な説明
[0009] [ 図1]実施例 1 において、第 1、第 2 ハウジングが互いに正対して配置された

状態をあらわす断面図である。

[図2]第 1、第 2 ハウジングの嵌合過程で解除部が弾性ストツバに当接して、

弾性ストツバが第 1支点部を支点として橈み変形させられた状態をあらわす

断面図である。

[図3]第 1、第 2 ハウジングの嵌合過程で突部がロックアームに当接した状態

をあらわす断面図である。

[図4]第 1、第 2 ハウジングが正規嵌合状態となる直前に弾性ストツバが第 2

支点部を支点として橈み変形させられた状態をあらわす断面図である。

[図5]第 1、第 2 ハウジングが互いに正規嵌合された状態をあらわす断面図で

ある。

[図6]第 1、第 2 ハウジングが互いに正対して配置された状態をあらわす平面

図である。

[図7]第 1、第 2 ハウジングが互いに正規嵌合された状態をあらわす断面図で

ある。

[図8]パネ部材を支持したスライダが組付けられた第 1ハウジングの正面図で



ある。

[ 図9] 第 1 ハウジングの平面図である。

[ 図 10] スライダの平面図である。

[ 図 11] スライダの底面図である。

[ 図 12] スライダの側面図である。

[ 図 13] スライダの正面図である。

発明を実施するための形態

[001 0] 本発明の好ましい形態を以下に示す。

前記第 2 支点部は、前記弾性ス トツバに突設された突部で構成される。第

2 支点部が突部で構成されるため、弾性ス トツバの構造が格別複雑になるこ

ともない。

[001 1] 前記第 2 ハウジングには、 ロック部が設けられ、前記第 1 ハウジングには

、前記第 1 、第 2 ハウジングの正規嵌合時に、前記ロック部 と弾性係止可能

なロックアームが設けられ、前記第 1 、第 2 ハウジングの嵌合過程で、前記

弾性ス トツバが橈み動作を開始 したときに、前記突部が前記ロックアームか

ら離間 し、前記第 1 、第 2 ハウジングが正規嵌合状態となる直前に、前記突

部が前記ロックアームに当接 して前記第 2 支点部が形成される。第 1 、第 2

ハウジングの嵌合過程では、第 1 、第 2 ハウジングが正規嵌合状態となる直

前を除いて、突部がロックアームから離間 した状態となるため、嵌合抵抗が

上昇するのが抑えられ、嵌合作業性を改善することができる。

[001 2 ] 前記第 1 、第 2 ハウジングの嵌合状態を解除する際には、前記ロックァ一

厶の後端部が橈み空間側に押 し下げられるものであり、前記後退位置では、

前記突部が前記口ックアームの後端部側の前記橈み空間に進入 して前記口ッ

クアームの橈み動作を規制可能となっている。 これにより、第 1 、第 2 ハウ

ジングが正規嵌合状態にあるときに、 ロックアームの橈み動作が突部によつ

て規制されるため、第 1 、第 2 ハウジングが不用意に嵌合解除されるのが防

止される。

[001 3 ] 前記ロックアームは、アーム支点部を支点として橈み変形する片持ち状の



形態 とされ、前記突部 が前記 ロックアーム におけるァ一厶支点部寄 りの位置

に当接 して前記第 2 支点部 が形成 され る。 第 1 、 第 2 ハ ウジ ングの嵌合過程

では、 ロックアームが橈 み変形 す るため、動作途 中の ロックアーム に突部 が

当接 しに くく、 第 2 支点部 を形成 しず らい とい う事情 があ る。 しか し、 突部

が ロックアーム におけるアーム支点部寄 りの位置 に当接 す る構成 であれ ば、

突部 が アーム支点部 か ら離 れた位置 に当接 す る場合 に比べ、 口ックアームの

位置変動 が少な く、 第 2 支点部 を容易 に形成 す る ことがで きる。

[0014] < 実施例 1 >

本発 明の実施例 1 を図 1 〜図 1 3 によ って説 明す る。実施例 1 は、互 いに

嵌合可能 な第 1 、 第 2 ハ ウジ ング 1 0 、 9 0 と、 第 1 ハ ウジ ング 1 0 に組付

け られ るスライダ 6 0 と、 スライダ 6 0 に組付 け られ るバ ネ部材 8 0 と、 第

1 ハ ウジ ング 1 0 に装着 され る第 1 端 子金具 2 0 と、 第 2 ハ ウジ ング 9 0 に

装着 され る第 2 端 子金具 9 9 とを備 えている。 なお、以下の説 明 において、

前後方 向 については、 第 1 、 第 2 ハ ウジ ング 1 0 、 9 0 の相互 の嵌合面側 を

前方 と し、上下方 向 については図 1 を基準 とす る。

[001 5] 第 2 ハ ウジ ング 9 0 は合成樹脂製 であ って、 図 1 に示 す よ うに、筒状 の フ

— ド部 9 1 を有 している。 フー ド部 9 1 の 内部 には、 第 2 端 子金具 9 9 の雄

タブ 9 5 が突 出 して配置 されている。 フー ド部 9 1 の上壁 の上面 には、 ロッ

ク部 9 2 が突設 されている。 また、 図 6 に示 す よ うに、 フー ド部 9 1 の上壁

の上面 には、 ロック部 9 2 を挟 んだ幅方 向両側 に、 一対 の ガイ ド突条 9 3 が

前後方 向 に延 出 して形成 され、 さ らに、両 ガイ ド突条 9 3 の両側外方 に、 一

対 の押圧部 9 4 が前後方 向 に延 出 して形成 されている。 そ して、 フー ド部 9

1 の上壁 の前端 開 口縁 には、 図 4 に示 す よ うに、後述 す る弾性 ス 卜ツバ 7 6

とス トツバ受 け部 2 5 との係 止 を解 除可能 な解 除部 9 6 が形成 されている。

[001 6] 第 1 ハ ウジ ング 1 0 は同 じく合成樹脂製 であ って、 図 1 及び図 8 に示 す よ

うに、 プロック状 のハ ウジ ング本体 1 1 と、ハ ウジ ング本体 1 1 の周 りを包

囲す る筒状 の嵌合筒部 1 2 とを有 している。ハ ウジ ング本体 1 1 と嵌合筒部

1 2 との間 には、 フー ド部 9 が嵌合可能 な嵌合空 間 1 3 が前方 に開放 して



形成 されている。ハ ウジ ング本体 1 1 には、複数 のキ ヤ ビテ ィ 1 4 が前後方

向 に貫通 して形成 されている。実施例 1 の場合、 図 8 に示 す よ うに、各 キ ヤ

ビテ ィ 1 4 は、横並び に対 をな して配置 され、 その下面 に橈 み可能 な ラ ンス

1 5 が突 出 して形成 されている。各 キ ヤ ビテ ィ 1 4 内 には第 1 端 子金具 2 0

が揷 入 され る。 図 1 に示 す よ うに、 第 1 端 子金具 2 0 は、 電線 1 0 0 の導体

部分 に圧着接続 され る とともに、 電線 1 0 0 に嵌着 された ゴム栓 2 0 0 に圧

着接続 され るよ うにな っている。 そ して、各 キ ヤ ビテ ィ 1 4 内 に第 1 端 子金

具 2 0 が正規挿 入 され る と、 第 1 端 子金具 2 0 が ラ ンス 1 5 に弾性 的 に係 止

されて抜 け止め され る とともに、 ゴム栓 2 0 0 が キ ヤ ビテ ィ 1 4 の後端部 に

揷 入 されてキ ヤ ビテ ィ 1 4 内が液密 にシール され、且 つ、ハ ウジ ング本体 1

の後端 か ら電線 1 0 0 が引 き出され るよ うにな つている。

[001 7] ハ ウジ ング本体 1 1 の外周面 には、 図 1 に示 す よ うに、段差 1 6 が形成 さ

れてお り、段差 1 6 を境 とす る前方領域 が後方領域 か ら一段落 ちた形態 とさ

れている。ハ ウジ ング本体 1 1 の外周面 には、段差 1 6 の前方 にシール リン

グ 3 0 0 が嵌着 されている。 図 2 に示 す よ うに、 第 1 、 第 2 ハ ウジ ング 1 0

、 9 0 の嵌合時 には、嵌合空 間 1 3 に フー ド部 9 1 が進入 して、 フー ド部 9

1 とハ ウジ ング本体 1 1 との間 にシール リング 3 0 0 が弾性 的 に圧縮 され、

これ によ つて第 1 、 第 2 ハ ウジ ング 1 0 、 9 0 が液密 にシール され るよ うに

な っている。

[001 8] ハ ウジ ング本体 1 1 の外周面 の前端部 には、 図 1 及び図 8 に示 す よ うに、

キ ャ ップ状 の フロン 卜部材 4 0 0 が被 せ られ る。上記 のシ一ル リング 3 0 0

は フロン 卜部材 4 0 0 によ って前方へ の抜 け出 しが規制 され るよ うにな って

いる。

[001 9] また、ハ ウジ ング本体 1 1 の外周面 の上端 には、 図 1 に示 す よ うに、 ロッ

クァ一厶 1 7 が連結 されている。 ロックアーム 1 7 は、 図 8 に示 す よ うに、

ハ ウジ ング本体 1 1 の外周面 か ら上方 に立 ち上 が るアーム支点部 1 8 と、 ァ

—厶支点部 1 8 の上端 か ら前後両方 向 に延 出す るアーム本体 1 9 とを有 して

いる。 図 1 に示 す よ うに、 アーム本体 1 9 の前端部 には ロック突起 2 が下



向きに突出 して形成 され、且つ、 ァ一厶本体 1 9 の後端部 には解除操作部 2

2 が一段高 く形成 されている。

[0020] また、 アーム本体 1 9 の下面におけるアーム支点部 1 8 側の位置には、凹

部 4 が形成 されている。凹部 4 は、前後方向に延びて後端 に開口する浅

底の形態 とされ、後述する突部 5 7 が当接可能なフラッ 卜な底面を有 してい

る。

[0021 ] 図 2 ない し図 4 に示すように、第 1 、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 の嵌合過

程では、 ロック突起 2 1 がロック部 9 2 と干渉 してアーム本体 1 9 がアーム

支点部 1 8 を支点 と して橈み変形 され、図 5 に示すように、第 1 、第 2 ハ ウ

ジング 1 0 、 9 0 の正規嵌合時には、 アーム本体 1 9 が弾性的に復帰 して口

ック突起 2 1 がロック部 9 2 を係止可能に配置されて、第 1 、第 2 ハ ウジン

グ 1 0 、 9 0 が嵌合状態に保持されるようになっている。一方、第 1 、第 2

ハ ウジング 1 0 、 9 0 の嵌合状態を解除する際には、後述するように、スラ

イダ 6 0 を前方に押 し込んで橈み空間 4 2 (図 1 を参照）か ら退避 させた状

態で、解除操作部 2 2 をその下方に位置する橈み空間 4 2 側 に押 し下げて、

ロック部 9 2 か らロック突起 2 1 を離間させることにより、第 1 、第 2 ハ ウ

ジング 1 0 、 9 0 を互いに引き離すことが可能 となっている。

[0022] また、図 1 及び図 9 に示すように、 アーム本体 1 9 の上面の前端部 には、

スライダ 6 0 の後方への抜 けを規制する抜 け止め部 2 3 が形成 されている。

抜 け止め部 2 3 は、幅方向に延びる リブ状の形態 とされている。 また、図 8

に示すように、 アーム支点部 1 8 の幅方向中央部 には、貫通孔 2 4 が形成 さ

れている。図 5 に示すように、 アーム支点部 1 8 における貫通孔 2 4 の下方

で且つ段差 1 6 の後方には、ハ ウジング本体 1 1 の上面 との間に段付 き状 を

なすス トツパ受け部 2 5 が形成 されている。貫通孔 2 4 にはスライダ 6 0 の

後述する弾性ス トツバ 7 6 が貫通可能 とされ、図 1 に示すように、ス トツバ

受け部 2 5 には貫通孔 2 4 を貫通 した弾性ス トツバ 7 6 の先端部 5 に形成

された後述する係止突起 7 7 が係止可能 とされている。

[0023] 図 9 に示すように、嵌合筒部 1 2 の上壁のうちロックアーム 1 7 と対向す



る部分は開放されており、ロックアーム 1 7 の上面は露出している。ここで

、嵌合筒部 1 2 の上壁は、ロックアーム 1 7 を挟んだ両側に、一対のガイ ド

壁 2 6 を有 している。両ガイ ド壁 2 6 は、ハウジング本体 1 1 の前端から後

方に延出する形態とされ、ハウジング本体 1 1 との間にスライダ6 0 の移動

を案内するガイ ド空間 2 7 が形成されている。

[0024] 両ガイ ド壁 2 6 の後部は、上方に開放された断面略四半円弧状をな し、ハ

ウジング本体 1 1 の後端より後方に突出する形態とされている。両ガイ ド壁

2 6 の前部は、ロックアーム 1 7 と対向する側を開放させた断面略半円弧状

をな している。図 8 及び図 9 に示すように、両ガイ ド壁 2 6 の前部には、一

対のガイ ドリプ3 が立ち上げ形成されている。両ガイ ドリプ3 は、両ガ

ィ ド壁 2 6 の内縁に沿うように前後方向に延出する形態とされ、ァ一厶本体

9 の前部の幅方向両端と対向する位置に配置されている。

[0025] また、図 8 に示すように、両ガイ ド壁 2 6 の前端には、ガイ ド空間 2 7 の

前方を閉塞する一対のス トツパ壁 3 2 が張り出して形成されている。さらに

、両ス トツバ壁 3 2 の下端には、一対の内側ガイ ド壁 （図示せず）が後方に

延出して形成されている。内側ガイ ド壁は、ガイ ド壁 2 6 とほぼ平行に配置

されている。内側ガイ ド壁とガイ ド壁 2 6 との間には、スライダ6 0 の後述

するバネ収容部 6 5 の前部が揷入されて案内可能とされている。また、スラ

イダ6 0 のバネ収容部 6 5 の前端がス トツパ壁 3 2 に当接することにより、

スライダ6 0 のそれ以上の前進が規制されるようになつている。

[0026] 続いてスライダ6 0 について説明する。スライダ6 0 は、第 1ハウジング

0 のガイ ド空間 2 7 に揷入され、第 1ハウジング 1 0 に対 し、前進位置 （

図 1 〜図4 、図 6 及び図 8 に示す位置）と後退位置 （図 5 及び図 7 に示す位置

) との間を、ガイ ド壁 2 6 を摺動 しつつ前後方向に移動可能に組付けられる

。具体的には、スライダ6 0 は合成樹脂製であって、図 1 0 〜図 1 3 に示す

ように、幅方向に沿った板片状の基部 6 と、基部 6 の幅方向両端から前

方に延出する一対のアーム部 6 と、両ァ一厶部 6 2 の前端間に架け渡され

る連結部 6 3 とを有 している。



[0027] 連結部 6 3 は、基部 6 1 より上方に位置 してお り、図 1 3 に示すように、

正面視 において基部 6 と重な らないように段違いに配置されている。 また

、図 1 0 に示すように、連結部 6 3 の後端の幅方向中央部 には、略矩形状 に

凹む抜 け止め受け部 6 4 が形成 されている。図 7 に示すように、スライダ 6

0 が後退位置にあるとき、抜 け止め受け部 6 4 の内側 には、 ロックアーム 1

7 の抜 け止め部 2 3 が揷入されて当て止めされるようになっている。

[0028] 図 1 1 に示すように、両ァ一厶部 6 2 の下部 には、バネ部材 8 0 を収容可

能なパネ収容部 6 5 が形成 されている。なお、パネ部材 8 0 は、圧縮 コイル

パネ等の周知のパネか らな り、前後方向に弾性的に伸縮可能 とされている。

[0029] バネ収容部 6 5 は、略円筒状の形態をな し、その内部 にバネ部材 8 0 の全

体を収容可能 とされている。図 1 1 に示すように、バネ収容部 6 5 は、バネ

部材 8 0 の前後両端 を受けて支持する前後夫々の第 1 、第 2 パネ受け部 6 7

、 6 8 を有 している。図 1 3 に示すように、第 1 、第 2 バネ受け部 6 7 、 6

8 は、スライダ 6 0 の成形用金型が前後方向に抜かれることを考慮 して、正

面視 において互いに重な らない位置に配置されている。 また、図 1 1 に示す

ように、パネ収容部 6 5 の前部 には、内方及び下方に開放する開放部 6 6 が

形成 されている。

[0030] 図 8 に示すように、バネ収容部 6 5 内にバネ部材 8 0 が組付けられると、

第 1 パネ受け部 6 7 の下方に、パネ部材 8 0 の前端下部が露出 して配置され

る。 これにより、第 1 、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 の嵌合過程では、第 2 ハ

ゥジング 9 0 の押圧部 9 4 がパネ部材 8 0 の前端下部 を押 し込みつつ開放部

6 6 内に導入されるようになっている。 また、第 2 バネ受け部 6 8 は、バネ

部材 8 0 の後端下部 に当接 してパネ部材 8 0 のパネ力を受け止めることが可

能 となっている。

[0031 ] 図 1 3 に示すように、両ァ一厶部 6 2 には、バネ収容部 6 5 か ら略垂直に

立ち上がる一対の保護壁 7 3 が形成 されている。スライダ 6 0 が第 1 ハ ウジ

ング 1 0 に組付けられた場合に、両保護壁 7 3 がロックアーム 1 7 の幅方向

両端 を覆 うように位置するようになっている。



[0032] また、両ァ一厶部 6 2 の上端部には、図 1 3 に示すように、スライダ6 0

の移動動作を案内可能な一対のガイ ド本体 7 4 が形成されている。ガイ ド本

体 7 4 は、両保護壁 7 3 の上端からいったん外側に張り出したあと下向きに

垂れる断面略弧状の形態をな している。スライダ6 0 が第 1ハウジング 1 0

に組付けられると、図 8 に示すように、ガイ ド本体 7 4 と保護壁 7 3 との間

にガイ ドリプ3 が嵌合状態で揷入され、スライダ6 0 の移動過程では、ガ

ィ ドリプ3 がガイ ド本体 7 4 と保護壁 7 3 とに摺動 して、スライダ6 0 の

移動が案内されるようになっている。

[0033] また、両ァ一厶部 6 2 の後端には、図 1 2 に示すように、後端から前方に

向けて上方へ階段状に傾斜する押 し込み操作部 7 5 が形成されている。押 し

込み操作部 7 5 が前方へ押圧されることにより、スライダ6 0 が前進位置に

向けて移動することが可能となっている。

[0034] 基部 6 には、スライダ6 0 の後退位置への移動を規制可能な弾性ス 卜ッ

パ 7 6 が橈み可能に形成されている。図 1 0 に示すように、弾性ス トッ ノ《7

6 は、基部 6 の上面の幅方向中央部から前方へ片持ち状に突出する形態と

されている。図 1 1 及び図 1 2 に示すように、弾性ス トツバ 7 6 の先端部 5

(前端部）には、係止突起 7 7 が下向きに突出して形成されている。そし

て、図 1 に示すように、スライダ6 0 が前進位置にあるときに、係止突起 7

7 がス トツバ受け部 2 5 に引っ掛け係止されるようになつている。また、弾

性ス トツバ 7 6 の先端部 5 の前面には、斜め下向きに傾斜する傾斜面 5 3

が形成されている。

[0035] 弾性ス トツパ 7 6 の基端部 5 2 は、基部 6 の上面の幅方向中央部に一体

に連結される第 1支点部 5 4 として構成され、後述するように、第 1、第 2

ハウジング 1 0 、 9 0 の嵌合過程において、弾性ス トツバ 7 6 が橈み動作を

開始 した当初の橈み動作の支点となる。

[0036] また、弾性ス トツバ 7 6 は、基端部 5 2 (第 1支点部 5 4 ) から前後方向

略中央部の領域にかけて上部の厚みを次第に増加させた台状の肉盛 り部 7 8

を有 している。図 1 2 に示すように、肉盛 り部 7 8 の上面は、弾性ス トッパ



7 6 が自然状態にある場合に、略水平に配置されるフラット面 5 5 と、フラ

ッ卜面 5 5 の前端から前方に下り勾配で傾斜する斜面 5 6 とを有 している。

[0037] そ して、図 1 2 に示すように、弾性ス トッパ 7 6 の肉盛 り部 7 8 の上面の

うち、フラット面 5 5 と斜面 5 6 との境界部分には、突部 5 7 が突設されて

いる。突部 5 7 は、図 1 0 に示すように、弾性ス トッパ 7 6 の上面において

幅方向に延びるリプ状の形態とされ、図 1 2 に示すように、断面略半円状を

な している。図4 に示すように、突部 5 7 は、第 1、第 2 ハウジング 1 0 、

9 0 が正規嵌合状態となる直前に、ロックアーム 1 7 のアーム支点寄りの位

置となる凹部 4 1 の底面に当接 し、その当接位置を第 2 支点部 5 8 として、

第 1支点部 5 4 にかわって、弾性ス トツバ 7 6 の橈み動作の支点を構成する

ようになっている。

[0038] 実施例 1 のコネクタの構造は上述の通りであり、続いて、コネクタの組付

け方法及び嵌合作業を説明する。

まず、スライダ6 0 のバネ収容部 6 5 にバネ部材 8 0 が収容される。パ ネ

部材 8 0 は、開放部 6 6 を通 してパネ収容部 6 5 に揷入される。すると、バ

ネ部材 8 0 の前端が第 1パネ受け部 6 7 に支持されるとともに、パネ部材 8

0 の後端が第 2 パネ受け部 6 8 に支持される。

[0039] 続いて、第 1ハウジング 1 0 のガイ ド空間 2 7 に後方からスライダ6 0 が

揷入される。スライダ6 0 の揷入過程では、基部 6 1 がロックアーム 1 7 の

解除操作部 2 2 の下方の橈み空間4 2 に位置するとともに、保護壁 7 3 がガ

イ ド壁 2 6 とロックアーム 1 7 との間の隙間に進入 し、且つ、連結部 6 3 が

アーム本体 1 9 の上方に位置する。スライダ6 0 が正規に組付けられると、

弾性ス トツバ 7 6 が貫通孔 2 4 を貫通 して、図 1 に示すように、係止突起 7

7 がス トツパ受け部 2 5 を係止可能に配置されて、スライダ6 0 の後方への

抜け止めがなされる。また、スライダ6 0 が正規に組付けられると、バネ収

容部 6 5 の前端がス トツパ壁 3 2 に当接可能に配置されて、スライダ6 0 の

前方への変位が規制される。こうして、スライダ6 0 は、第 1ハウジング 1

0 に対 して前進位置にその前後移動を規制された状態で保持される。



[0040] なお、スライダ 6 0 が前進位置にあるとき、パネ部材 8 0 はその前後両端

が第 1 パネ受け部 6 7 と第 2 パネ受け部 6 8 とに支持される。 また、前進位

置では、突部 5 7 がロックアーム 1 7 における解除操作部 2 2 よりも前方に

位置 し、 これによつてロックァ一厶 1 7 の橈み動作が可能 となっている。

[0041 ] 続 いて、第 1 ハ ウジング 1 0 の嵌合空間 1 3 に第 2 ハ ウジング 9 0 のフ一

ド部 9 1 が嵌合される。嵌合過程では、第 2 ハ ウジング 9 0 の押圧部 9 4 が

パネ収容部 6 5 内に進入 して、パネ部材 8 0 の前端下部 に押圧部 9 4 が当接

する。 さらに嵌合が進むと、パネ部材 8 0 の前端が押圧部 9 4 に押圧されて

第 1 パネ受け部 6 7 か ら離間 し、パネ部材 8 0 が第 2 パネ受け部 6 8 に支持

された状態で弾性的に圧縮 される。 この間、パネ部材 8 0 は、スライダ 6 0

に対 してパネ力を付与 した状態でそのパネカを蓄勢させることになる。

[0042] また、図 2 に示すように、第 1 、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 の嵌合過程の

終盤 には、第 2 ハ ウジング 9 0 の解除部 9 6 が弾性ス 卜ツバ 7 6 の先端部 5

に当接 して傾斜面 5 3 を摺動 し、それに伴 って弾性ス トツバ 7 6 が第 1 支

点部 5 4 を支点 と して橈み変形 させ られる。 このとき、突部 5 7 はロックァ

—厶 1 7 のアーム本体か ら離間 し、弾性ス トッパ 7 6 全体 と してロックァ一

厶 1 7 と接触 しないようになっている。

[0043] さ らに嵌合が進み、第 1 、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 が正規嵌合状態にな

る直前の段階に至ると、図 3 に示すように、突部 5 7 がロックアーム 1 7 の

凹部 4 1 の底面に当接 し、嵌合の進行に伴い、図 4 に示すように、 この当接

位置における第 2 支点部 5 8 を支点 と して弾性ス トツバ 7 6 が橈み変形 させ

られる。つまり、弾性ス トツバ 7 6 の橈み動作の支点は、第 1 支点部 5 4 か

ら第 2 支点部 5 8 に移 り変わることになる。 この場合において、第 2 支点部

5 8 と先端部 5 との間の離間距離は、第 1 支点部 5 4 と先端部 5 との間

の離間距離 よりも短いため、第 2 支点部 5 8 が支点 と して機能する間、弾性

ス トツノ《7 6 の反力は、第 1 支点部 5 4 のときに比べて大 きくなる。

[0044] また、突部 5 7 は、 ロックアーム 1 7 のアーム支点部 1 8 寄 りの位置に当

接するため、 ロックアーム 1 7 の橈み動作の影響 を実質的に受けることがな



し、。つまり、突部 5 7 が ロックアーム 1 7 のほぼ橈み変形 しない部分 に当接

するため、第 2 支点部 5 8 の設定位置が正確 に確定される。なお、第 1、第

2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 の嵌合が進行 して弾性 ス トツバ 7 6 の橈み動作の支

点が第 1支点部 5 4 か ら第 2 支点部 5 8 に移行するに したがい、弾性 ス 卜ッ

パ 7 6 の係止突起 7 7 とス 卜ツバ受け部 2 5 との係止代 は徐 々に減少 してい

くことになる。

[0045] その後、第 1、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 が正規嵌合位置 に至 ると、図 5

に示すように、 ロックアーム 1 7 が ロック部 9 2 に弾性的に係止され、第 1

、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 が抜 け止め状態 に保持 される。同時に、第 1、

第 2 端子金具 2 0 、 9 9 が互いに正規接続 される。

[0046] また、第 1、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 が正規嵌合位置 に至 ると、弾性 ス

卜ツバ 7 6 の係止突起 7 7 とス 卜ツバ受け部 2 5 との係止が解除され、 それ

に伴 い、パネ部材 8 0 に蓄勢 されたパネ力が解放 されて、パネ部材 8 0 が自

然状態 に復帰 しょうとする。 そ して、かかるパネ部材 8 0 の復帰動作 に伴 い

、 スライダ 6 0 の第 2 バネ受け部 6 8 がバネ部材 8 0 に押圧 されて、 スライ

ダ 6 0 全体が後方 に移動 させ られる。

[0047] スライダ 6 0 の移動過程では、バネ収容部 6 5 がガイ ド壁 2 6 の内面 を摺

動するとともに、保護壁 7 3 とガイ ド本体 7 4 とにガイ ドリプ 3 が摺動 し

、 これによつてスライダ 6 0 の移動が案内される。 そ して、図 5 に示すよう

に、 スライダ 6 0 が後退位置 に至 ると、パネ部材 8 0 がほぼ自然状態 に復帰

した状態 とな り、且つ、 ロックアーム 1 7 の抜 け止め部 2 3 がスライダ 6 0

の抜 け止め受け部 6 4 に当接 され、 これによつてスライダ 6 0 のそれ以上の

後退が規制 される。 こう してスライダ 6 0 が後退位置 に至 った状態 を視認す

ることによ り、第 1、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 が正規嵌合状態 にあること

を知 ることがで きる。

[0048] スライダ 6 0 が後退位置 にあるとき、図 5 に示すように、突部 5 7 は、 口

ックアーム 1 7 の解除操作部 2 2 側の橈み空間 4 2 に位置 して、解除操作部

2 2 側の下面 に近接 して配置 される。 この状態で、仮 に、 ロックアーム 1 7



の解除操作部 2 2 に上方か ら異物 （指を含む）が偶発的に当接 しても、 ロッ

クァ一厶 1 7 が突部 5 7 と当接することでそれ以上の橈み動作が規制 され、

解除操作部 2 が不用意に解除操作されることはない。

[0049] —方、仮に、第 1 、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 が正規嵌合状態 となる前 に

その嵌合操作を停止すると、嵌合過程で蓄勢されたパネ部材 8 0 のパネ力に

よって押圧部 9 4 が押 し戻され、第 1 、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 が互いに

離反される。 これにより、第 1 、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 が半嵌合状態の

まま留め置かれるのが防止される。

[0050] また、 メ ンテ ナ ンス等の事情 により第 1 、第 2 ハ ウジング 1 0 、 9 0 を互

いに離間する際には、 まずスライダ 6 0 の押 し込み操作部 7 5 を指で押圧 し

てスライダ 6 0 を前方へ向けて押 し込むようにする。すると、バネ部材 8 0

が弾性的に圧縮 されて、押圧部 9 4 がパネ部材 8 0 に押圧された状態 となる

。そ して、スライダ 6 0 の前進に伴い、解除操作部 2 2 の下方か ら突部 5 7

が退避 して、 ロックアーム 1 7 の橈み動作が許容される。その状態で、解除

操作部 2 2 を押圧 してロックアーム 1 7 の前端部 を持ち上げると、 ロック突

起 2 がロック部 9 2 か ら離間する。 こう してロックアーム 1 7 のロック状

態が解除されるに伴い、パネ部材 8 0 が押圧部 9 4 を前方へ押圧 し、その押

圧力 （パネ力）によって第 1 ハ ウジング 1 0 が第 2 ハ ウジング 9 0 か ら離反

されることとなる。

[0051 ] 以上説明 したように、実施例 1 によれば、弾性ス 卜ツバ 7 6 が第 1 支点部

5 4 と第 2 支点部 5 8 とを有 し、第 1 支点部 5 4 が弾性 ス トツバ 7 6 の基端

部 5 2 に構成 され、第 2 支点部 5 8 が弾性ス 卜ツバ 7 6 の基端部 5 2 よりも

先端側 に形成 された突部 5 7 で構成 されるため、弾性ス トツバ 7 6 の橈み動

作の支点が第 1 支点部 5 4 のみで構成 されるよりも、第 2 支点部 5 8 を有す

る分、弾性ス トツバ 7 6 の反力が大 きくなる。

[0052] また、弾性ス トツバ 7 6 の反力を増大するに際 し、弾性ス トツバ 7 6 の撓

み動作の支点が第 2 支点部 5 8 のみか らなる構成であれば、弾性ス トツバ 7

6 の大型化を回避 し得ないが、実施例 1 の場合、弾性ス トツバ 7 6 の橈み動



作の支点が第 1支点部 5 4 と第 2 支点部 5 8 の両方で構成されるため、第 1

支点部 5 4 を機能させる部分では弾性ス トツバ 7 6 を大型化する必要がない

。 したがって、弾性ス トツバ 7 6 全体を大型にする必要がなく、ひいてはコ

ネクタの大型化を回避することが可能となる。

[0053] しかも、第 2 支点部 5 8 が突部 5 7 で構成されるため、弾性ス トツバ 7 6

の構造が格別複雑になることもない。また、第 1、第 2 ハウジング 1 0 、 9

0 の嵌合過程では、正規嵌合状態となる直前を除いて、突部 5 7 が口ックァ

—厶 1 7 から離間 した状態となるため、嵌合抵抗が上昇するのが抑えられ、

コネクタ嵌合時の作業性を改善することができる。

[0054] また、第 1、第 2 ハウジング 1 0 、 9 0 が正規嵌合状態にあるときに、口

ックァ一厶 1 7 の橈み動作が突部 5 7 によって規制されるため、第 1、第 2

ハウジング 1 0 、 9 0 が不用意に嵌合解除されるのが防止される。

[0055] さらに、突部 5 7 が第 2 支点部 5 8 を構成する際にロックアーム 1 7 にお

けるアーム支点部 1 8 寄 りの位置に当接するため、アーム支点部 1 8 から離

れた位置に当接する場合に比べ、ロックアーム 1 7 の位置変動が少なくて済

み、第 2 支点部 5 8 を容易に形成することができる。

[0056] < 他の実施例>

本発明は上記記述及び図面によって説明 した実施例に限定されるものでは

なく、例えば次のような態様も本発明の技術的範囲に含まれる。

( 1 ) バネ部材は、第 1ハウジングとスライダとの間に介設されるもので

あってもよい。

( 2 ) 第 2 支点部が肉盛 り部の頂点部に構成され、突部が肉盛 り部に形態

上の区別なく一体化されるものであってもよい。

( 3 ) 弾性ス トツバの先端部には、係止突起にかわって係止凹部が形成さ

れ、ス トツバ受け部は、凹状の形態ではなく、係止凹部に引っ掛け可能な突

状の形態をなすものであつてもよい。

符号の説明
[0057] 0 第 1ハウジング



-- -ハ ウジング本体

·. . ロ ックァ ― ム

-- -ス 卜ツバ受け部

.· ·橈 み空間

-- -先端部

-- -基端部

. - -第 1 支点部

-· ·突部

-- -第 2 支点部

-- -ス ラ イダ

. - -弾性 ス トツバ

." パ ネ部材

' - -第 2 ハ ウジング

-· ·つ一 ド部

' · · □ ック咅

' · ·解 除部



請求の範囲

[ 請求項 1] 解除部 を有する第 2 ハ ウジングと、

前記第 2 ハ ウジングに嵌合可能 とされ、 ス トツバ受け部 を有する第

1 ハ ウジングと、

前記第 1 ハ ウジングに対 して前進位置 と後退位置 との間を移動可能

に組付 け られ、前記ス 卜ツバ受け部 に弾性係止可能な弾性 ス 卜ツバ を

有 し、前記第 1 、第 2 ハ ウジングの嵌合過程では、前記弾性 ス トツバ

と前記ス 卜ッパ受け部 との係止によって前記前進位置 に留め置かれ、

前記第 1 、第 2 ハ ウジングの正規嵌合 に伴 い、前記弾性 ス トツバが前

記解除部 との係合 によって前記ス トツバ受け部 との係止を解除する向

きに橈み変形 させ られ、 これによつて前記後退位置への移動が許容 さ

れるスライダと、

前記第 1 、第 2 ハ ウジングの嵌合過程では、前記前進位置 に留め置

かれた前記スライダにパネ力を付与 しつつそのパネ力が蓄勢 され、前

記第 1 、第 2 ハ ウジングの正規嵌合 に伴 い、前記パネ力が解放 されて

前記スライダを前記後退位置 に向けて移動 させるパネ部材 とを備 え、

前記弾性 ス トツバは、基端部か ら先端部 に向けて突出する片持ち状

の形態 とされ、前記先端部が前記ス トツバ受け部 に係止可能 とな って

お り、

前記弾性 ス トツバは、前記第 1 、第 2 ハ ウジングの嵌合過程で橈み

動作 を開始する際に橈み動作の支点 と して機能する前記基端部か らな

る第 1 支点部 と、前記基端部 よ りも前記先端部側の部分で、前記第 1

支点部 に続 いて橈み動作の支点 と して機能する第 2 支点部 とを有 して

いることを特徴 とするコネクタ。

[ 請求項 2 ] 前記第 2 支点部 は、前記弾性 ス トツバ に突設 された突部で構成 され

ることを特徴 とする請求項 1 記載のコネクタ。

[ 請求項 3 ] 前記第 2 ハ ウジングには、 ロック部が設 け られ、前記第 1 ハ ウジン

グには、前記第 1 、第 2 ハ ウジングの正規嵌合時に、前記 ロック部 と



弾性係止可能な ロックアームが設 け られ、前記第 1 、第 2 ハ ウジング

の嵌合過程で、前記弾性 ス トツバが橈み動作 を開始 した ときに、前記

突部が前記 ロックアームか ら離間 し、前記第 1 、第 2 ハ ウジングが正

規嵌合状態 となる直前 に、前記突部が前記 ロックアー ム に 当接 して前

記第 2 支点部が形成 されることを特徴 とする請求項 2 記載のコネクタ

[ 請求項4] 前記第 1 、第 2 ハ ウジングの嵌合状態 を解除する際には、前記 ロッ

クァ一厶の後端部が橈み空間側 に押 し下げ られるものであ り、前記後

退位置では、前記突部が前記 口ックアームの後端部側の前記橈み空間

に進入 して前記 口ックアームの橈み動作 を規制可能 とな っていること

を特徴 とする請求項 3 記載のコネクタ。

[ 請求項 5] 前記 ロックアームは、 アーム支点部 を支点 と して橈み変形する片持

ち状の形態 とされ、前記突部が前記 ロックアームにおけるアーム支点

部寄 りの位置 に当接 して前記第 2 支点部が形成 されることを特徴 とす

る請求項 3 又 は 4 記載のコネクタ。
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